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2022.3.11 発表 

一般社団法人日本ショッピングセンター協会 

 

ＳＣ年間販売統計調査報告 2021 年 

既存ＳＣ前年比伸長率： ＋３．１％  
【速報値】ＳＣ年間売上高（推計）  25 兆 7,262 億円（前年比伸長率＋3.3%・消費税抜・全ＳＣベース） 

 
（次ページへ続く）  

緊急事態宣言等の相次ぐ発出もあり、厳しい売上状況続いた 

（参考 2019 年比：▲19.6％） 

 

＜全体概況＞ 

• 2021 年(暦年)の既存 SC 売上高(総合)は、大幅な売上減となった 2020 年比で＋3.1％の伸長率となっ

たものの、年間を通じて新型コロナウイルス感染拡大の影響を大きく受けた。 

各都道府県で相次いで発出された緊急事態宣言やまん延防止等重点措置（以下、「宣言等」）による「休

業」や「営業時間短縮」などの要請に真摯に従い、通常営業できる期間が限られたこともあり、コロ

ナ下前の 2019 年比では▲19.6％となる厳しい売上状況が続いた。 

テナントとキーテナントの売上をみると、テナントが前年比伸長率＋3.7％、キーテナントが同＋

1.1％であり、前年に大きく落ち込んだテナントの反動増が目立った。 

 

• 月別の動向をみると、宣言等が発出された 1 月(総合･前年同月比伸長率▲25.2％)と 2 月（▲13.4％）

は 11 都府県がその対象となり、飲食の営業時間短縮要請もあり、特に中心地域･大都市の SC 来客減

が顕著となった。3 月(＋12.5％)は、コロナ影響が始まった前年同月の反動増もあり、宣言等は継続

したものの前年比伸長率はプラスに転じた。 

４月(＋141.2％)、5 月(＋70.1％)は、コロナ感染拡大に伴う初の緊急事態宣言が発出され全国的に自

主休業を行った SC が多かった前年の反動が見られ、宣言下で営業継続可能となった生活必需品を中

心に大幅なプラスの伸長率となった。一方、6 月(▲9.1％)は、前年に解除された宣言等が本年は下旬

まで継続されたため、飲食といった営業制限を受けた業種を中心に前年を下回った。 

7 月(＋1.1％)に入り「デルタ株」が猛威をふるいはじめ、8 月(▲11.6％)にその感染が急拡大したこ

とにより、再び発出された宣言等が 27 日には 33 都道府県まで拡大されたこともあり、夏休みやお

盆の観光・帰省客の大幅な減少、密回避の強化を目的とした入館制限の要請もあり、宣言等が解除さ

れる９月（▲9.0％）まで、SC の売上に大きなマイナス影響を受けることとなった。 

9 月末での緊急事態宣言等の全面解除を受け、10 月(▲1.4％)には少しずつ来店客が戻り、11 月(＋

1.3％)からはこれまで控えていた各種販促策を再開する SC が見られ、12 月(＋6.0％)には全国の感

染者数の減少傾向も見られたことから、クリスマスや年末商戦に向けて売上が回復し、2019 年比で

1 桁台のマイナスまで改善した。 
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［立地別］ 

• 中心地域･大都市は総合で前年比伸長率＋2.1%と、他の立地と比較すると伸長率は最も低かった。「大都市」は、緊

急事態宣言対象が大半を占めていること、来館手段として公共交通機関を主とする SC が多いことから、外出自粛

による影響が大きく、厳しい状況が継続した。ただし、10 月の宣言解除以降は広域からの来館者の回復傾向が見ら

れ、多くの SC で前年を上回る売上となった。 

• 中心地域・中都市は総合で前年比伸長率＋4.4％と、大都市の 2 倍超の伸長率となった。10 月の緊急事態宣言解除

以降、少しずつオフィスに出社する人が戻ってきたためか、平日の仕事帰り等に自宅駅周辺の SC で生活必需品を

買い足す消費行動がコロナ前に戻りつつあることが推測される。また、地方都市では観光客やビジネス客の来館の

回復も見られた。 

• 周辺地域は総合で前年比伸長率＋3.2%となった。周辺地域はマイカー利用での来館客の割合が高く、緊急事態宣言

下でも、食料品や日用品業種の構成比の高い地域密着型 SC が堅調であった。また、10 月の緊急事態宣言解除以降

は、身近なお出かけ先としてレジャー需要にも対応する広域大型 SC の回復も顕著であった。  

［地域別］ 

• 前年に全ての地域で二桁台の大幅なマイナスとなった反動増もあり、東北と近畿をのぞく 7 地域で前年比プラスと

なった。 

• 東北は、総合で前年比伸長率▲0.7％となった。年初の日本海側を中心とした大雪の影響や、2 月に福島県沖で発生

した最大震度６強の地震の影響により、宮城県や福島県の一部 SC が臨時休業したことなどがマイナス要因となっ

た。 

• 関東は、総合で前年比伸長率＋5.7％と、全地域で最も高い伸長率となった。前年に特に落ち込みの大きかった中心

地域では、10 月の緊急事態宣言解除以降、テレワークから出社への切り替えにより、東京区部、横浜市を中心にオ

フィス立地や駅立地の SC で来館者の増加傾向が見られ、プラス基調となった。 

• 中部は、総合で前年比伸長率＋4.7％となった。前年に落ち込みの大きかった地方都市の中心地域に位置する駅ビル

や地下街で、観光や出張で訪れる人の戻りがみられ、反動増で前年を大きく上回った SC が多かった。 

• 近畿は、総合で前年比伸長率▲2.2％となった。特に中心地域が▲5.7％と落ち込みが大きかった。大阪府と兵庫県

において 4 月 5 日からまん延防止等重点措置により時短営業を行ったことに加え、大阪府では、4 月からの緊急事

態宣言で、営業継続ができる「生活必需品」の対象が食料品・医薬品等と、他自治体よりも厳しく限定されたこと

が大きな要因となった。また、大都市で最も苦戦した大阪市（▲6.9％）は、7～8 月に主要百貨店でのクラスター

発生の報道が為されたこと等による消費マインドの低下が見られたことも影響したと推察される。 

［業種別］ 

• 「ファッション」は、長期に亘る緊急事態宣言等により外出自粛傾向が強まり、苦戦が続いた。在庫ロスの削減の

ため生産調整が行われたために欠品となり、販売機会を逃すということもマイナス要因としてあった。10 月以降

は、外出機会の回復に加えて、気温低下もあり、秋冬物商品に動きが見られた。また、プロパー商材、セール品に

関わらず「いま必要なもの」を厳選して購入する傾向が強く見られた。 

• 「飲食」は、緊急事態宣言等に伴う時短営業に加え、アルコールの提供が禁止された影響により、特にディナータ

イムの売上が大きいレストランで苦戦を強いられた。テレワーク浸透によるビジネス客の利用減も響いた。一方、

テイクアウト需要の高まりでファストフードは好調であった。10 月以降は、緊急事態宣言等の解除でアルコール提

供が再開され、新型コロナウイルス感染者数の減少とワクチン接種率の高まりとともに、ディナータイムの客足に

戻りが見られ始め、営業時間や人数制限などの規制緩和により、忘年会利用にも回復傾向が見られた。 

• 「サービス」は、長時間の施術が必要となるリラクゼーションや理美容といったテナントの苦戦傾向が続いている

ものの、コロナ初期と比較すれば、感染対策を徹底していることが浸透し、その安心感からか、利用頻度が徐々に

戻ってきたという声も聞かれた。また、「シネマ」「アミューズメント」は、マスク着用や一定距離の確保、換気と

いった感染防止策の徹底や会話が発生しないといった消費者の理解が深まっていることからか、前年に密回避の傾

向で大きく落ち込んだシネマやアミューズメントへの客足の戻りが見られた。 

 

【参考】 調査サンプル数：４７０SC 



表-1　立地別・構成別　売上高伸長率

総　　　合 470 3.1 3.7 1.1

大都市 67 2.1 1.9 4.0

中都市 67 4.4 4.1 6.4

小　計 134 2.9 2.6 5.0

周   辺   地   域 336 3.2 4.2 0.4

表-2　立地別・地域別　売上高伸長率

470 3.1 1.0 ▲ 0.7 5.7 4.7 0.3 ▲ 2.2 0.0 0.8 1.5

134 2.9 ▲ 0.2 1.5 5.6 1.9 ▲ 0.3 ▲ 5.7 ▲ 1.0 0.5 4.3

336 3.2 2.7 ▲ 1.6 5.8 5.1 0.5 ▲ 1.2 0.3 0.8 0.0

470 15 26 199 52 29 81 25 10 33

（注） ■ 地　域
北 海 道 ：　北海道　
東 北 ：　青森県・岩手県・宮城県・秋田県・山形県・福島県　
関 東 ：　茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県
北 陸 ：　新潟県・富山県・石川県・福井県
中 部 ：　長野県・岐阜県・静岡県・愛知県・三重県
近 畿 ：　滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県
中 国 ：　鳥取県・島根県・岡山県・広島県・山口県
四 国 ：　徳島県・香川県・愛媛県・高知県
九 州 ・ 沖 縄 ：　福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島県・沖縄県

表-3　都市規模別・地域別　売上高伸長率 表-4　キーテナント業態別　売上高伸長率

SC数 総　合 テナント ｷｰﾃﾅﾝﾄ

470 3.1 3.7 1.1

札 幌 市 10 1.1 1.1 -

仙 台 市 6 ▲ 1.1 ▲ 1.1 -

千 葉 市 6 4.8 4.8 -

東京区部 57 4.1 4.1 4.3

横 浜 市 18 7.2 7.8 3.5

川 崎 市 8 6.1 6.3 *

名古屋市 10 2.0 2.4 0.7

京 都 市 6 ▲ 2.4 ▲ 3.8 0.0

大 阪 市 16 ▲ 6.9 ▲ 7.2 ▲ 2.0

神 戸 市 18 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 1.4

広 島 市 6 ▲ 1.4 ▲ 1.4 *

北九州市 2 * * *

福 岡 市 9 3.6 3.9 *

    小    計 172 2.5 2.4 2.8

北 海 道 5 0.5 1.1 0.0

東 北 20 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 1.4

関 東 110 6.2 7.3 2.3

中 部 42 5.4 6.4 0.1 　 ＊：サンプルが少数のため個別の値は公開していない。

北 陸 29 0.3 0.2 0.6

近 畿 41 ▲ 0.5 0.2 ▲ 2.1

中 国 19 0.3 0.6 ▲ 0.5

四 国 10 0.8 2.6 ▲ 1.1

九州・沖縄 22 0.8 1.5 ▲ 0.6

　 　小　　計 298 3.6 4.6 0.3

 　※ 「その他の地域」には、大都市は含まない。

　 ＊：サンプルが少数のため個別の値は公開していない。
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（注）

■立地

中心地域：人口15万人以上の各都市(東京23区を含む都市)で、

商業機能が集積した中心市街地

周辺地域：上記中心地域以外の地域

■都市規模

大都市：札幌･仙台・千葉・東京区部・川崎・横浜・名古屋 ・京都 ・

大阪・神戸・広島・福岡・北九州の各市

中都市：上記都市を除く人口１５万人以上の都市

SC数 総合

470 3.1

核なし 275 4.1

Dpt 11 7.7

GMS 100 1.1

SM 40 0.1

SS 1 *

HC 1 *

専門店 5 ▲ 2.5

生協 5 ▲ 1.8

Dgs 2 *

　 　小　　　計 165 2.1

20 ▲ 0.1

10 2.1
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表-5　立地別SC・テナント・キーテナント効率  

1SC当り売上高 坪効率

（千円）

前年比
伸長率

 
(実効 ㎡)

前年比
伸長率 （千円） （千円）

470 5,140,341,772 3.1 9,650,922 0.2 10,936,897 1758 20,534

134 1,472,761,338 2.9 1,916,196 ▲ 1.0 10,990,756 2536 14,300

大都市 67 960,891,479 2.1 1,131,047 ▲ 1.6 14,341,664 2804 16,881

中都市 67 511,869,858 4.4 785,149 ▲ 0.2 7,639,849 2151 11,719

336 3,667,580,434 3.2 7,734,725 0.5 10,915,418 1565 23,020

470 4,073,296,067 3.7 7,317,121 0.2 8,666,587 1837 15,568

134 1,313,544,935 2.6 1,767,700 ▲ 1.1 9,802,574 2452 13,192

大都市 67 868,689,059 1.9 1,056,380 ▲ 1.7 12,965,508 2714 15,767

中都市 67 444,855,875 4.1 711,321 ▲ 0.3 6,639,640 2064 10,617

336 2,759,751,132 4.2 5,549,421 0.7 8,213,545 1641 16,516
195 1,067,045,705 1.1 2,333,801 0.2 5,472,029 1509 11,968
18 159,216,403 5.0 148,496 ▲ 0.1 8,845,356 3538 8,250

大都市 5 92,202,420 4.0 74,668 0.0 18,440,484 4075 14,934

中都市 13 67,013,983 6.4 73,828 ▲ 0.1 5,154,922 2995 5,679

177 907,829,302 0.4 2,185,305 0.3 5,128,979 1371 12,346

注：売上高（総合）は、調査対象470ＳCの合計値です。
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表-6　ＳＣ・百貨店・チェーンストア　売上高伸長率

　

　

ＳＣ総合 ﾃ ﾅ ﾝ ﾄ ｷｰﾃﾅﾝﾄ 　 ＳＣ総合 ﾃ ﾅ ﾝ ﾄ ｷｰﾃﾅﾝﾄ

 ００年 ▲ 3.4 ▲ 3.1 ▲ 3.7 ▲ 2.2 ▲ 5.1 　 1月 ▲ 0.6 ▲ 0.3 ▲ 2.1 ▲ 2.9 ▲ 3.4
 ０１年 ▲ 2.2 ▲ 1.4 ▲ 3.3 ▲ 0.4 ▲ 5.2 　 2月 0.9 1.5 ▲ 1.7 0.4 ▲ 2.5
 ０２年 ▲ 2.1 ▲ 2.1 ▲ 2.1 ▲ 2.3 ▲ 2.1 　 3月 2.2 2.7 ▲ 0.3 0.1 0.5
 ０３年 ▲ 1.6 ▲ 0.8 ▲ 2.4 ▲ 2.8 ▲ 3.2 　 4月 0.2 0.7 ▲ 2.0 ▲ 1.1 ▲ 1.0
 ０４年 ▲ 1.7 ▲ 0.9 ▲ 2.9 ▲ 2.8 ▲ 3.5 　 5月 2.6 3.0 0.8 ▲ 0.8 ▲ 0.7
 ０５年 0.3 1.5 ▲ 1.9 ▲ 0.2 ▲ 2.6 　 6月 2.4 3.2 ▲ 0.5 ▲ 0.9 ▲ 0.7
 ０６年 0.3 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.7 ▲ 2.7 7月 ▲ 3.1 ▲ 2.4 ▲ 6.2 ▲ 2.9 ▲ 7.1
 ０７年 0.0 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 1.4 8月 2.4 2.8 0.8 2.3 ▲ 0.3
 ０８年 ▲ 1.5 ▲ 1.1 ▲ 2.3 ▲ 4.3 ▲ 0.7 9月 8.3 7.7 10.8 23.1 2.8
 ０９年 ▲ 6.8 ▲ 6.5 ▲ 7.4 ▲ 10.1 ▲ 4.3 10月 ▲ 8.3 ▲ 7.7 ▲ 10.8 ▲ 17.5 ▲ 4.1
１０年 ▲ 2.0 ▲ 1.7 ▲ 2.8 ▲ 3.1 ▲ 2.6 11月 ▲ 1.6 ▲ 1.4 ▲ 2.4 ▲ 6.0 ▲ 1.4
１１年 ▲ 1.3 ▲ 1.1 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 0.8 12月 ▲ 3.6 ▲ 3.3 ▲ 4.9 ▲ 5.0 ▲ 3.3
１２年 0.5 1.5 ▲ 1.6 0.3 ▲ 1.9 1月 ▲ 1.3 ▲ 1.0 ▲ 2.6 ▲ 3.1 ▲ 2.0
１３年 ▲ 0.5 ▲ 0.1 ▲ 1.3 1.6 ▲ 0.7 2月 ▲ 3.3 ▲ 3.8 ▲ 1.4 ▲ 12.2 4.1
１４年 0.1 0.5 ▲ 0.9 0.3 ▲ 0.6 3月 ▲ 28.0 ▲ 30.7 ▲ 16.3 ▲ 33.4 0.8
１５年 0.0 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.2 0.7 4月 ▲ 68.8 ▲ 76.2 ▲ 37.2 ▲ 72.8 ▲ 4.5
１６年 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 1.4 ▲ 2.9 ▲ 0.4 5月 ▲ 61.4 ▲ 69.1 ▲ 28.2 ▲ 65.6 1.3
１７年 0.6 1.0 ▲ 0.9 0.1 ▲ 0.9 6月 ▲ 15.0 ▲ 17.1 ▲ 7.0 ▲ 19.1 3.4
１８年 0.6 1.0 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 0.2 7月 ▲ 17.6 ▲ 19.9 ▲ 8.5 ▲ 20.3 2.6
１９年 0.4 0.8 ▲ 1.5 ▲ 1.4 ▲ 1.8 8月 ▲ 18.8 ▲ 21.1 ▲ 9.0 ▲ 22.0 3.3
２０年 ▲ 22.3 ▲ 24.8 ▲ 12.1 ▲ 25.7 0.9 9月 ▲ 21.6 ▲ 21.9 ▲ 20.4 ▲ 33.6 ▲4.6
２１年 3.1 3.7 1.1 5.8 2.3 10月 ▲ 2.4 ▲ 3.5 2.3 ▲ 1.7 2.8

2019上半期 （1 ～ 6月） 1.3 1.7 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 1.3 11月 ▲ 11.3 ▲ 12.5 ▲ 6.7 ▲14.3 1.2
2019下半期 （7 ～ 12月） ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 2.1 ▲ 1.8 ▲ 2.3 12月 ▲ 14.4 ▲ 16.6 ▲ 5.8 ▲ 13.7 2.7
2020上半期 （1 ～ 6月） ▲ 30.3 ▲ 33.8 ▲ 16.0 ▲ 33.9 0.4 1月 ▲ 25.2 ▲ 28.0 ▲ 13.1 ▲29.7 1.2
2020下半期 （7 ～ 12月） ▲ 14.6 ▲ 16.2 ▲ 8.2 ▲ 17.9 1.3 2月 ▲ 13.4 ▲ 14.8 ▲ 8.5 ▲10.7 ▲2.1
2021上半期 （1 ～ 6月） 9.1 10.7 3.6 10.3 1.9 3月 12.5 14.3 5.7 21.8 1.3
2021下半期 （7 ～ 12月） ▲ 1.8 ▲ 2.0 ▲ 1.3 2.4 2.6 4月 141.2 202.4 39.2 167.0 6.0

（ 1 ～ 3月） ▲ 11.7 ▲ 12.9 ▲ 7.1 ▲ 16.8 0.8 5月 70.1 100.5 12.9 65.2 2.9
（ 4 ～ 6月） ▲ 48.8 ▲ 54.7 ▲ 24.7 ▲ 51.7 0.1 6月 ▲ 9.1 ▲ 10.4 ▲ 4.5 ▲ 1.6 1.7
（ 7 ～ 9月） ▲ 19.5 ▲ 21.1 ▲ 13.0 ▲ 25.6 0.4 7月 1.1 1.2 0.7 4.2 4.6
(10 ～ 12月) ▲ 9.9 ▲ 11.4 ▲ 3.6 ▲ 10.8 2.2 8月 ▲ 11.6 ▲ 12.8 ▲ 7.3 ▲ 11.7 ▲0.1
（ 1 ～ 3月） ▲ 10.3 ▲ 11.5 ▲ 5.4 ▲ 8.9 0.2 9月 ▲ 9.0 ▲ 10.5 ▲ 3.0 ▲ 4.3 3.2
（ 4 ～ 6月） 42.7 53.5 14.9 44.9 3.5 10月 ▲ 1.4 ▲ 1.8 0.5 2.9 3.7
（ 7 ～ 9月） ▲ 6.4 ▲ 7.3 ▲ 3.3 ▲ 3.4 2.5 11月 1.3 1.5 0.5 8.1 2.8
(10 ～ 12月) 2.2 2.6 0.5 6.9 2.6 12月 6.0 7.3 1.2 8.8 1.7

一般社団法人日本ショッピングセンター協会　　情報企画部
　ＴＥＬ ０３－５６１５－８５２４　http://www.jcsc.or.jp
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